
・「平成３１（令和元）年度入学者に実施済み」と回答

・「令和２年度入学者から実施を予定」と回答

・「令和２年度入学者から実施を検討」と回答

1,393 
(78.9%)

83
(4.7%)

33
(1.9%)

62
(3.5%)

23
(1.3%)

172
(9.7%)

平成31(令和元)年度入
学者に実施済み

令和2年度入学者から実
施を予定又は検討

令和3年度入学者から実
施を予定又は検討

実施を検討中（時期未

定）

その他

実施は検討していない

1,301 
(73.7%)

137
(7.8%)

38
(2.1%)

79
(4.5%)

27
(1.5%)

184
(10.4%)

平成31（令和元）年度就学援助実施状況調査
新入学児童生徒学用品費等の入学前支給の実施状況（令和元年７月時点）

※ 回答市町村数 １，７６６市町村。

※ 「その他」は，学用品費や修学旅行費を無償化している場合や，要保護・準要保護者がいない場合，小学校が域内に設置されていない場合など。

２６／１，７６６市町村 １．５％

小学校 中学校

１，３０１／１，７６６市町村 ７３．７％
（対前年度 ＋２６．５ポイント）

１１１／１，７６６市町村 ６．３％

７．８％

・「平成３１ （令和元）年度入学者に実施済み」と回答

・「令和２年度入学者から実施を予定」と回答

・「令和２年度入学者から実施を検討」と回答

１，３９３／１，７６６市町村 ７８．９％
（対前年度 ＋２２．１ポイント）

１６／１，７６６市町村 ０．９％

６７／１，７６６市町村 ３．８％

４．７％

子供の貧困に関する指標



生活保護基準
を参照して判定
する基準を用い
ていない
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その他

民生委員やスクールソーシャルワーカー等からの案内の配布

域内の小中学校で在校生及び保護者に対して案内を配布

域内の幼稚園や保育所で案内を配布

学校の入学前説明会の際に案内を配布

就学案内の書類に記載又は就学案内の書類とともに配布

就学時健康診断の際に学校で案内を配布

自治体の広報誌等に案内を掲載

教育委員会のウェブサイトに案内を掲載

周知方法

（市町村数）

○小学校就学予定者とその保護者に対する周知方法としては、「自治体の広報誌やＨＰに掲載」や「就学時

健康診断の際に案内を配布」している市町村が多い。

※ 複数回答可。

※ 回答市町村数（小学校入学前支給を「平成３１（令和元）年度入学者に実施済み」又は「令和２年度入学者から実施を予定」と回答した市町村数） １，３２７市町村。

※ 「その他」は，就学予定者がいる家庭へ直接案内を送付する場合や、就学通知書とともに送付する場合など。

平成31（令和元）年度就学援助実施状況調査
小学校就学予定者に対する入学前支給の周知（入学前支給実施自治体）



生活保護基準
を参照して判定
する基準を用い
ていない
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その他

予算確保が困難

規則改正などの内部手続きに時間がかかる

認定回数が増えるなどの事務業務量が増加

支給後の転居などにより，二重支給や支給

漏れが発生する恐れがある

入学前支給実施に向けた課題

（市町村数）

○実施に向けての課題では、「支給後の転居などにより，二重支給や支給漏れが発生する恐れがある」 との

回答が最も多かった。

※ 複数回答可。

※ 回答市町村数（ 「実施を検討していない」 と回答した市町村数） １８７市町村。

※ 「その他」は，前年度所得（税情報）が確定した上で認定する場合や，市町村独自の教育費負担軽減施策がある場合など。

平成31（令和元）年度就学援助実施状況調査
入学前支給実施に向けた課題（入学前支給実施自治体）


